
補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

1
木更津市役所職員厚
生組合補助金

職員課
地方公務員法第４２条（厚生制度）の規定による職員の元気回復を図
るため、木更津市役所職員厚生組合が実施する職員の福利厚生事業に
対し補助するものです。

6,739 38
職員の厚生制度は地方公務員法に規定されており、
本補助事業により職員の保健・元気回復に寄与して
いるものと考えます。

22
縮
小

ア
イ
ウ

事業の見直しや補助のあり方の検討により、縮
小が適当であると考えます。

2
木更津市国際交流協
会補助金

企画課
姉妹都市であるオーシャンサイド市との交流や、年々、在住外国人数
も増加しており、日本語教室の充実、そして、留学生のホームステイ
受け入れなど、国際交流に関するさまざま活動を行っています。

800 48
本市においても国際化が進んでおり、国籍や民族の
異なる人達が共に生きる多文化共生の地域づくりが
必要であると考えます。

32

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施することが必要
と考えます。補助の実施にあたり個別要綱等の
整備が必要です。

3
全国基地協議会負担
金

企画課
基地が所在するゆえの課題の緩和・解決に向けて、国に対して基地対
策に関する要望活動を行うとともに、本協議会を通じて、他の基地所
在市町村と足並みを揃えて働きかけを行います。

15 46
基地交付金等の国の総予算額は、交付金制度創設以
来、継続的に増加しているため一定の効果があると
考えます。

36

現
状
維
持

ア
イ
エ
オ

基地所在の市として、諸般の課題について継続
的に国に対し要望活動を行うことが必要である
と考えます。

4
生活路線バス維持対
策費補助金

地域政策課
公共交通機能を維持することにより、新たに交通空白地域を生み出さ
ないことが重要であり、市民等の足としての生活路線バスを維持・確
保する必要があります。

55,134 46
木更津市域における地域住民の生活の足の確保の観
点から、市民の福祉の向上や地域の利益につながる
ものと考えます。

30

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

地域住民の生活に密接に関連するものであり、
継続して実施することが必要と考えます。補助
の実施にあたり個別要綱等の整備が必要です。

5
木更津市地域公共交
通活性化協議会補助
金

地域政策課

現在、市内には21路線44系統（うち代替バス1路線2系統）の路線バス
が運行しているが、人口減少や超高齢化社会の到来により、今後、交
通事業者の経営努力だけでは、路線バスを維持していくことが困難な
状況となっていくことが予想されます。

138 50
木更津市域における地域住民の生活の足の確保の観
点から、市民の福祉の向上や地域の利益につながる
ものと考えます。

30

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

市域における公共交通の再編等、公共交通ネッ
トワークの見直しが必要であることから、継続
実施が必要と考えます。補助の実施にあたり個
別要綱等の整備が必要です。

6

富来田地区まちづく
り協議会馬来田駅乗
車券簡易委託事業補
助金

地域政策課
ＪＲ久留里線馬来田駅無人化に対応するため、富来田地区まちづくり
協議会とＪＲとの間で乗車券の販売業務をはじめ、駅舎の管理清掃を
行う簡易委託契約を交わしています。

200 48
事業目的・事業内容は富来田地区住民をはじめ富来
田地区を訪れる方々の利益となるものであり、必要
であると考えます。

36

整
理
統
合

イ
ウ
エ
オ

まちづくり協議会への補助に統合することにつ
いて、協議・検討することが望ましいと考えま
す。補助の実施にあたり個別要綱等の整備が必
要です。

7
君津地区踏切事故防
止対策協議会負担金

市民活動支
援課

君津地区における踏切設備の改善促進と交通安全思想の普及高揚を図
り、踏切事故の絶滅を期すため設置された団体であり、本市にも木更
津駅・岩根駅の２駅を有しており、踏切事故根絶の必要があることか
ら、交付するものです。

10 38
啓発活動、交通安全教育を通し、交通安全意識の高
揚に寄与すると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

踏切事故をなくすため、今後も継続的に活動し
ていくことが必要と考えます。

8
防犯灯設置事業補助
金

市民活動支
援課

交通安全と犯罪の防止及び地域の利便に供することを目的に町内会・
自治会等が防犯灯を設置する場合、その設置に伴う事業費の一部を補
助しようとするものです。

2,766 50
自治会が主体的に設置・管理することにより、地域
の防犯意識の高揚が期待できるものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

ＬＥＤ化が進むことにより、電気使用料の縮減
にも効果があります。今後はまちづくり協議会
として設置するなど、より広域な運用について
も検討する必要があると考えます。

9
木更津交通安全協会
木更津部会補助金

市民活動支
援課

木更津交通安全協会木更津部会は、交通安全に寄与することを理念と
し、構成員の総力を結集して交通安全の総合的推進に努め、もって、
木更津市内の交通事故防止に万全を期することを目的とする団体であ
り、市の交通安全行政に貢献しています。

1,302 44
交通安全運動をはじめ、各運動で街頭指導、啓発活
動を実施しており、市民の交通安全意識の醸成に貢
献するものと考えます。

30

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

交通安全に寄与する目的等から継続して実施す
ることが必要と考えます。補助の実施にあたり
個別要綱等の整備が必要です。

10
木更津市交通安全推
進協議会補助金

市民活動支
援課

交通安全意識の高揚を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーを
身につけ、習慣づけるとともに、市民一人ひとりが自主的かつ積極的
にとりくみ、地域・職域及び各機関・団体それぞれの総力を結集し
て、効果的な事故防止の推進を図ることを目的としています。

194 42
交通安全の日や四季の交通安全運動を通し、市民の
交通安全意識の高揚に寄与するものと考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

交通安全意識の高揚により事故防止の推進を図
る目的から継続して実施することが必要と考え
ます。補助の実施にあたり個別要綱等の整備が
必要です。
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※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目
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11
木更津市交通安全母
の会補助金

市民活動支
援課

本会は、会員一人ひとりが家庭の主婦として、家庭内における交通安
全教育の推進者となるほか、会員相互の協力により、交通安全思想の
普及と交通道徳の高揚に努め、悲惨な交通事故を防止し、明るい地域
社会づくりに寄与することを目的としています。

204 40
交通安全の日や四季の交通安全運動を通し、市民の
交通安全意識の高揚に寄与するものと考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

家庭内における交通安全教育により交通道徳の
高揚により事故防止の推進を図る目的から継続
して実施することが必要と考えます。補助の実
施にあたり個別要綱等の整備が必要です。

12
木更津市防犯協会負
担金

市民活動支
援課

木更津市防犯協会は、犯罪のない明るい社会の実現をめざし、木更津
市内居住者並びに関係団体の積極的な参加により犯罪を防止し、官民
一体となって防犯効果の推進を図ることを目的とする団体であり、市
内の防犯活動に貢献していることから交付するものです。

560 44
防犯講話、防犯キャンペーン、地域安全ニュース等
は市民向けに実施しており、市の防犯に貢献するこ
とと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

官民一体となって防犯効果の推進を図る目的か
ら継続して実施することが必要と考えます。

13
木更津市防犯指導員
協議会補助金

市民活動支
援課

木更津市防犯協会長より委嘱された、担当区域内での防犯活動を行う
防犯指導員相互の連絡調整と関係団体との連携を保ち効果的な防犯活
動を実施することにより、犯罪のない明るい街づくりを推進すること
を目的とする団体であり、市の防犯活動に貢献していることから交付
するものです。

640 44
防犯パトロールは、市民の防犯意識の向上及び治安
維持に繋がっており、同協議会の活動は市の防犯行
政に貢献することと考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

効果的な防犯活動のため防犯指導員相互の連絡
調整は必要であり、継続して実施することが必
要と考えます。補助の実施にあたり個別要綱等
の整備が必要です。

14
木更津市協働のまち
づくり活動支援金

市民活動支
援課

市民力・地域力を高め、持続可能な自立するまちを構築することを目
指すために、協働によるまちづくりの推進や市民活動支援センターの
オープン等、市民活動団体が行う公益性の高い活動を支援します。

4,923 38

地域が抱える課題や市民の価値観、ニーズが多様化
し、これに対応する形で、市民が主体となって行う
公益性のある提案型事業に幅広く支援を行っていま
す。

46

整
理
統
合

ア
イ
ウ
エ
オ

まちづくりに関係するもの、あるいは地域性の
ある取組などの総合的な受け皿として、他の補
助金との整理統合を検討することが望ましいと
考えます。

15 地域自治振興補助金
市民活動支

援課

市全域に地区まちづくり協議会を設立し、地域のことは地域で、市民
一人ひとりが問題意識を持って、自ら考え実践することが、地域自治
の基本的な条件であると考え、それを推進することにより、市民力・
地域力を高め、持続可能な自立するまちの構築を目指します。

3,417 42
多様化・複雑化する地域課題にきめ細やかに対応し
ていくためには、行政の力だけでは困難になってい
るのが現状です。

44

整
理
統
合

ア
イ
ウ
エ
オ

まちづくりに関係するもの、あるいは地域性の
ある取組などの総合的な受け皿として、他の補
助金との整理統合を検討することが望ましいと
考えます。

16
木更津市区長会連合
会補助金

市民活動支
援課

木更津市区長会連合会に対し補助金を交付し、住民の融和と連帯を基
調とする木更津市内の区の、相互の緊密な連絡調整を図ると共に、市
政との円滑な協力関係を推進し、木更津市の発展と市民の福祉向上に
寄与します。

194 44
住民と自治会等が相互の緊密な連絡調整を図るとと
もに、市政との円滑な協力関係を推進し市民の福祉
向上に寄与することと考えます。

26

整
理
統
合

イ
ウ
エ
オ

まちづくりに関係するもの、あるいは地域性の
ある取組などの総合的な受け皿として、他の補
助金との整理統合を検討することが望ましいと
考えます。補助の実施にあたり個別要綱等の整
備が必要です。

17
木更津市自治振興交
付金

市民活動支
援課

自治会等の組織並びにコミュニティ活動の充実を図り、市政の円滑な
推進に資することを目的とします。

15,156 44
コミュニティ意識の育成及び自治会等の組織並びに
コミュニティ活動の充実を図ることにより、市政の
円滑な推進に寄与することと考えます。

26

整
理
統
合

ア
イ
ウ
エ
オ

まちづくりに関係するもの、あるいは地域性の
ある取組などの総合的な受け皿として、他の補
助金との整理統合を検討することが望ましいと
考えます。

18
木更津市集会用共同
施設整備事業補助金

市民活動支
援課

町内会等が行う集会施設の建設・修理に対し一部補助することによ
り、各種集会、コミュニティの場として、地区住民の利便が図られま
す。

377 42
集会場等の建設・修理に対し補助することにより、
コミュニティ活動の場として地区住民の利便が図ら
れるものと考えます。

30

整
理
統
合

ア
イ
ウ
エ
オ

まちづくりに関係するもの、あるいは地域性の
ある取組などの総合的な受け皿として、他の補
助金との整理統合を検討することが望ましいと
考えます。

19
家庭児童相談室運営
負担金

子育て支援
課

平成１７年度から市町村も児童虐待相談の一義的な窓口となったこと
を踏まえ、関係機関との連携強化と家庭児童相談室の活動に関する研
修等必要な事業を行うことを目的として行います。

16 50
他地区と連携して家庭相談員の資質向上を図ること
ができるものと考えます。

24
縮
小

ア
イ

家庭相談員の資質向上は必要であることから、
継続して実施することが必要であるが、関係機
関の存続を踏まえ、廃止の検討も必要です。

20

千葉県母子・父子自
立支援員及び婦人相
談員連絡協議会負担
金

子育て支援
課

千葉県母子・父子自立支援員及び婦人相談員連絡協議会は、関東ブ
ロックや全国の協議会ともつながりがあり、加入する母子・父子自立
支援員の協議会や研修への参加により、資質向上に寄与しています。
年々複雑化・多様化するひとり親家庭及び婦人の多岐にわたる相談に
対応していくことを目的にしています。

7 50
母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づいて、母子及
び父子並びに寡婦の福祉の増進に寄与するものと考
えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

様々な案件の相談に適切に対応する上で、研修
等は必要であり、関係機関との連携も重要であ
ると考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目
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21
木更津こどもまつり
支援事業補助金

子育て支援
課

子育て中の親子と地域の人々との交流の場を街の中に創設し、子育て
支援の充実と町おこしを図ります。

1,000 40
子育て中の保護者に励ましのエールが自然に送られ
る街を作り上げているものと考えます。

34

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

地域と親子の交流の場として、継続的に事業を
実施していく必要があると考えます。補助の実
施にあたり個別要綱等の整備が必要です。

22
民間保育園運営費等
補助金

こども保育
課

保育所等における保育士数の充足を図るとともに、保育所等に入所す
る児童の処遇及び保育士の労働条件を改善し、本市における保育内容
の充実を図ることを目的として行います。

38,119 50
保育内容の充実を図ることで子どもの将来性の確保
ができ、児童福祉に寄与できるものと考えます。

44

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

子育て環境の改善を図っていく必要があること
からも、継続的していくことが必要と考えま
す。

23 特別保育事業補助金
こども保育

課

安心して子育てができる環境を整備し、もって児童の福祉の向上を図
ることを目的とするものです。一時預かり事業、延長保育事業、子育
て応援事業、地域活動事業、地域子育て支援拠点事業、病後時保育事
業の各事業を実施しています。

55,793 50
保護者の心理的・身体的負担の軽減をはじめ、安心
して子育てができる環境を整備できるものと考えま
す。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

安心して子育てができる環境づくりの一助とな
ることから、継続していくことが必要と考えま
す。

24
日本スポーツ振興セ
ンター共済負担金

こども保育
課

独立行政法人に本スポーツ振興センターと学校・保育所等の設置者と
の契約により、学校・保育所等の管理化における児童生徒の災害(負
傷、疾病、障害又は死亡)に対して災害共済給付を行います。

235 40
園児の保育園における災害(負傷、疾病、障害又は
死亡)に対する互助共済制度であり、必要なものと
考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

園児の保育園における災害(負傷、疾病、障害又
は死亡)に対する互助共済制度であり、必要なも
のと考えます。

25
防火管理者資格講習
費負担金

こども保育
課

消防法に基づき、多数の人が利用する建物など｢火災による被害｣を防
止するため、防火管理に関わる消防計画を作成し、防火管理上必要な
業務(防火管理業務)を計画的に行います。

13 40

防火管理者資格講習を受け各園に防火管理者を配置
することで消防法に基づき、防火管理上必要な業務
(防火管理業務)を計画的に行うことができると考え
ます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

消防法により設置が義務付けられている防火管
理者の資格取得のための負担であることから、
必要であると考えます。防火管理業務の実施状
況も確認することが重要と考えます。

26
木更津市保育協議会
負担金

こども保育
課

木更津市内の保育園並びに保育士相互の親睦と職員の資質並びに技術
の向上を図ると共に保育事業の健全な発展に寄与するものです。

327 40
保育の質を高めるための調査研究及び職員の研修へ
の参加が保証され、各施設及び関係団体の情報交換
が得られるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

より良い保育の環境を整備する上での研修参加
は重要であると考えます。

27
民間保育園等施設整
備補助金

こども保育
課

平成２３年７月において、本市で初めて待機児童（０才３名）が生じ
ました。以来、増加する待機児童数を解消するため、定員増加を伴う
保育園の整備に対する補助事業を実施し、保育所整備を促進するもの
です。

143,337 46 待機児童解消の加速化に寄与するものと考えます。 34

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

子育て環境の整備において施設整備については
重要であると考えるが、中長期的な視点で効率
的・効果的な整備に取り組むことが必要であり
終期の設定について検証してください。

28

保育所における質の
向上のためのアク
ションプログラム事
業負担金

こども保育
課

職員の研修体制を強化し、保育の質の向上を図るとともに、地域の多
様な人材の活用（保育園支援ボランティア）や、子育てをしている親
（保護者）を支援（援助）し、家庭での子育て力向上を目的とした保
育園における子育て支援講座等を実施し、児童の保育環境の改善・充
実を図ります。

137 44

地域の多様な人材を活用しながら家庭での子育て力
向上を目的とした保育園における子育て支援講座等
を実施し、児童の保育環境の改善・充実が図られる
と考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

子育て環境において、保育の質の向上は重要で
あることから、継続して行っていくことが必要
と考えます。

29
放課後児童健全育成
事業補助金

こども保育
課

児童福祉法第６条の３第２項の規定による「放課後児童健全育成事
業」を実施する施設に補助を実施することで、保護者が安心して就労
すること、及び児童が遊びや生活を通してすこやかに成長・発達する
ことを質的に保障することを目的とするものです。

157,333 50
小学校就学児童のすこやかな成長・発達の支援及び
保護者の就労支援に寄与するものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

児童の安全と保護者の就労支援を目的とする取
組みであり公益性は高いと考えます。

30
木更津市私立幼稚園
就園奨励費補助金

子ども保育
課

私立幼稚園就園に伴う保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の一層
の普及並びに充実を図るため、保護者から徴収する入園料及び保育料
を所定の基準に従い減免した幼稚園設置者に対して、当該減免額を助
成するものです。

235,650 50
子育て世代の保護者の経済的負担を軽減できるた
め、現状においても一定の効果を満たしていると考
えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号

一次審査（50点） 

名称 課 交付の目的・必要性・社会的背景

補助
金額
H28

（千円）

31
私立幼稚園振興費補
助金

子ども保育
課

幼稚園教育の一層の振興を図るため、市内の私立幼稚園の運営に要す
る経費に対し、補助金を交付するものです。

4,982 40
幼児教育における私立幼稚園の占める割合は高く、
幼児教育の充実を図るための補助であるため必要性
はあると考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

私立保育園における幼児教育の充実の必要性か
ら、継続して実施する必要があると考えます。

32
木更津市献血推進協
議会補助金

健康推進課

献血思想の普及と献血協力団体の組織化を図り、輸血用血液の確保と
医療の万全を期するため、献血推進協議会に補助するものである。少
子高齢化社会を迎え、献血可能人口が減少しており、より一層献血の
推進を図り、将来の血液の安定供給体制を確保することが必要となっ
ています。

116 48
少子高齢化に伴う血液の不足が懸念される中、関係
団体等の協力を得て献血の普及啓発活動等を推進し
ていくことが重要であると考えます。

30

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

献血の一層の推進を図るため継続していくこと
が好ましいと考えます。補助の実施にあたり個
別要綱等の整備が必要です。

33
ちばアクアライン実
行委員会運営協力金

スポーツ振
興課

本市は会場市となることから「大会開催概念」、「市の魅力発信」及
び「ランナーのおもてなし」等、様々な取組みを実施し、大会を盛り
上げることを目的としています。

6,000 50
県との共同事業であり、開催市としてのおもてなし
のための事業です。

38

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

ちばアクアラインマラソン開催地として、継続
していくことが好ましいと考えます。

34
ちばアクアラインマ
ラソン木更津実行委
員会交付金

スポーツ振
興課

本市は会場市となることから「大会開催概念」、「市の魅力発信」及
び「ランナーのおもてなし」等、様々な取組みを実施し、大会を盛り
上げることを目的としています。

11,000 50
県との共同事業であり、開催市としてのおもてなし
のための事業です。

38

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

ちばアクアラインマラソン開催地として、継続
していくことが好ましいと考えます。

35
社会福祉協議会事業
補助金

社会福祉課
木更津市社会福祉協議会を活用し、福祉施策及び活動の円滑な推進を
図るために、社会福祉協議会が実施する事業について事業費を補助し
一層の地域福祉社会の実現を推進します。

2,076 50
地域福祉の増進に寄与するため必要であり、自立促
進の努力も認められるものと考えます。

28

整
理
統
合

イ
ウ
エ
オ

福祉施策の推進のため継続していくことが好ま
しいと考えますが、他の事業と統合できるもの
について検討する必要があると考えます。補助
の実施にあたり個別要綱等の整備が必要です。

36
木更津市遺族会補助
金

社会福祉課

英霊の顕彰及び戦没者遺族の福祉増進を図る活動を円滑に推進するた
めに事業費を補助し、一層の地域活動の充実を推進します。また遺族
会は全国的な組織として活動しており、平和に関する啓発活動も実施
しており、平和の啓発に寄与しています。

99 42
様々な社会情勢の変化を踏まえた中で、補助する必
要があります。

36

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続していくことが好ましい
と考えます。補助の実施にあたり個別要綱等の
整備が必要です。

37
木更津地区更正保護
女性会補助金

社会福祉課
更正保護への理解と協力を得るための運動を展開し、地域に更生保護
の土壌を創りあげるための事業費を補助し、一層の地域福祉活動の充
実を推進します。

26 42
団体の設置目的が公益上の必要が高く、市民の福祉
向上につながっているものと考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続していくことが好ましい
と考えます。補助の実施にあたり個別要綱等の
整備が必要です。

38
君津地区保護司会木
更津支部補助金

社会福祉課
福祉施策及び活動の円滑な推進を図るために、福祉団体に事業費を補
助し一層の地域福祉活動の充実を推進します。また事業費を補助する
ことにより、福祉施策及び円滑な推進を図ることができます。

117 50
団体の自立促進の努力が認められ、広く市民の福祉
向上につながっているものと考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続していくことが好ましい
と考えます。補助の実施にあたり個別要綱等の
整備が必要です。

39
民生委員協議会交付
金

社会福祉課

木更津市民生委員・児童委員協議会は、民生・児童委員を組織的に支
援する団体であることから、事業費の一部を助成することで民生委員
が活動に充てるための費用として活動費を支給し、より一層活動が充
実したものになるよう支援を行います。

11,536 50
民生委員が不足しているなか、新規委員など組織的
な支援は不可欠であり、また、関係行政機関にとっ
ても必要な組織であると考えます。

30

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続していくことが好ましい
と考えます。補助の実施にあたり個別要綱等の
整備が必要です。

40
社会福祉協議会運営
費補助金

社会福祉課
木更津市社会福祉協議会を活用して、福祉施策及び活動の円滑な推進
を図るために、社会福祉協議会の運営費を補助し、一層の地域福祉社
会の実現を推進する。

45,360 46
社会福祉協議会は住民参加のもとで、社会福祉に対
する住民意識の向上や計画をつくり実践する団体で
あり、市民の福祉の向上につながっている。

24

整
理
統
合

ウ
エ

福祉施策の推進のため継続していくことが好ま
しいと考えますが、他の事業と統合できるもの
について検討する必要があると考えます。補助
の実施にあたり個別要綱等の整備が必要です。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号

一次審査（50点） 

名称 課 交付の目的・必要性・社会的背景

補助
金額
H28

（千円）

41
福祉団体運営費補助
金

障がい福祉
課

障がい者と健常者が地域でともに生活できるよう障がい者への理解を
深めるとともに、心身障害者の社会参加の促進を図ります。

262 46
自立支援推進を踏まえ、社会進出が重要であり団体
自立の努力は認められるものと考えます。

32

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

障がい者の社会参加及びその家族等の交流を支
援する事業は、公益性が高く重要であると考え
ますが、補助の目的や対象事業を明確にする交
付要綱が必要です。

42
木更津市地域活動支
援センターⅢ型事業
運営費補助金

障がい福祉
課

地域の実情に応じ、障がい者に創作的活動または生産活動の機会の提
供、社会との交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターの
機能を充実強化するために助成を行い、障がい者の自立と社会参加を
促進し、福祉の増進を図るため、補助を行います。

16,796 45

障がい者の創作活動や生産活動の場として、事業所
の運営の安定化を図ることにより、聴覚障がい者の
社会参加、福祉の向上につながるものであり、健全
な社会づくりに貢献しているものと考えます。

36

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

障がい者の社会参加を支援することにより、健
全な社会づくりを目指す事業であることから、
公益性の高い事業と考えます。

43
シルバー人材セン
ター運営費補助金

高齢者福祉
課

社団法人木更津市シルバー人材センターの健全な運営を図り、もって
高齢者の福祉の増進に資するための補助金です。

6,670 36
健康で働く意欲のある高齢者に対し、就業の機会を
提供する等、高齢者福祉の向上に貢献しています。

28

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

シルバー人材センターの運営のため継続してい
くことが好ましいと考えます。

44
木更津市老人クラブ
連合会補助金

高齢者福祉
課

老人の心身の健康の保持に資するとともに老人福祉の増進を図るた
め、老人クラブの運営に要する経費に対し、補助金を交付します。

2,030 44
事業を実施することにより高齢者の健康増進に資す
るとともに、地域のつながりを深め、地域の高齢者
福祉の増進に寄与しています。

26

現
状
維
持

ア
イ
エ
オ

今後も少子高齢化社会が続くことから事業を継
続していくことが好ましいと考えますが、繰越
が多額のため補助のあり方について見直しが必
要です。

45
木更津市公衆浴場設
備改善事業補助金

環境管理課
公衆浴場が住民の健康の増進、住民相互の交流の促進等の住民福祉の
向上のため、重要な役割を担っていることから、公衆浴場事業者が行
う施設改善に関する経費について補助するものです。

50
住民の健康の増進、住民相互の交流の促進等の住民
福祉の向上に寄与するものです。

12
廃
止

ア
対象施設が特定の施設に限られていることか
ら、補助制度のあり方の検討が必要です。

46 火葬費助成交付金 環境管理課
近年、木更津市火葬場の使用状況が逼迫しており、使用希望日に使用
できず、他市の施設を使用せざるを得ない状況が発生していることか
ら、他市の火葬場を利用した市民に対して助成を始めたものです。

671 50
本市の火葬場が予約で一杯になっていたことによ
り、同日他市の火葬場を利用した市民の金銭的な負
担削減に寄与します。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事情やむを得ないものであると考えますが、新
火葬場整備に合わせ終期の設定を行う必要があ
ると考えます。

47
東京湾岸自治体環境
保全会議負担金

環境管理課
東京湾の水質浄化を図るため、東京湾岸自治体が広域的な対策と湾岸
住民への環境保全に係る実施について協議し、連帯的・統一的な環境
行政を推進することを目的としています。

12 44

東京湾は閉鎖的水域であり、水の循環が少ないこと
から、ＣＯＤ、窒素などが環境基準を超過してい
る。本会議の活動により、水質の改善の一因となる
ことから本事業は必要であると考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

東京湾の水質浄化等の環境保全対策について、
湾岸関係自治体により協議等を行い、対策等を
実施するための負担金であることから必要なも
のと考えます。

48
盤州干潟保全事業補
助金

環境管理課
東京湾に残された貴重な自然環境である盤洲干潟の保全を図ることを
目的とし、盤洲干潟の保全活動を行う団体に対して保全事業に要した
経費について、予算の範囲内で補助金を交付するものです。

70 48

盤洲干潟は環境省によって日本の重要湿地５００に
選定されており、ラムサール条約登録湿地の選定や
湿地保全の基礎資料とされているため、保全のため
に利用される補助金は公益性が非常に高いもので
す。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

日本の重要湿地５００に選定されている盤州干
潟の保全活動のための補助金であり、公益性・
必要性は高いと考えます。

49
ごみ減量化資源化推
進助成金

まち美化推
進課

排出段階におけるごみの減量化及び市民のリサイクル意識の向上を図
り、ごみの減量化資源化を推進するものです。資源回収事業育成助
成、生ごみ肥料化容器購入設置助成、機械式生ごみ処理機購入設置助
成、資源ごみ回収推進助成を行っています。

6,879 50
市内のごみがリサイクルに多く回ることにより、ご
みの処理費用などが抑えられる。事業者のごみ減量
とリサイクルへの意識向上が図られます。

24
縮
小

ア
イ
ウ

ゴミの減量化や資源化を推進する取り組みであ
り、継続的に行っていくことが必要であると考
えますが、効果を検証し、新たな事業の検証と
補助のあり方検討が必要と考えます。

50
木更津市合併処理浄
化槽設置事業補助金

まち美化推
進課

合併処理浄化槽の普及促進を図ることにより、公共用水域の水質汚濁
を軽減することを目的とします。本市は閉鎖性水域に位置し、水質的
に恵まれているとは言い難く、生活排水による水質汚濁を軽減し、可
能な限り環境負荷を抑えていくことが重要です。

18,536 42
合併処理浄化槽の普及促進を図ることにより、自然
環境への負荷低減、市民の生活環境の保全に貢献で
きます。

34

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

合併浄化槽の普及のため、事業の目的等から継
続して実施していく必要があると考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号

一次審査（50点） 

名称 課 交付の目的・必要性・社会的背景

補助
金額
H28

（千円）

51
木更津市農業振興事
業補助金

農林水産課

本市の農業の健全なる発展を目的とし、農業振興事業に要する経費の
一部を補助することによって、良質米の生産・農業経営の安定化を図
ります。水稲病害虫防除事業、米需給調整円滑化推進事業、園芸団体
育成事業、野菜生産出荷安定事業、千葉県青果物価格補償事業、園芸
用廃プラスチック処理対策推進事業を行っています。

100 46

点在する小規模な田への実施はなく、経営所得安定
対策の補助金の交付もあることから、市ホームペー
ジや広報無線での周知等は継続し、補助終期を定め
縮小する方向で検討すべきと考えます。

30

整
理
統
合

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施していく必要が
あると考えますが、事業の効果を検証し、園芸
振興事業補助金と整理統合を検討してくださ
い。

52
木更津市農作物被害
対策事業補助金

農林水産課
市内全域の鳥類による農作物被害を防止するため、一斉駆除等に用い
る銃器の弾代及び保険料を支援します。

400 50
鳥獣被害は年々増加しており、今後も取り組む必要
があると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

農作物を鳥獣被害から守るとともに、耕作放棄
地増加を食い止めることなどを目的とする取組
であり、公益性・必要性のあるものと考えま
す。

53
有害鳥獣被害防止対
策事業補助金

農林水産課
農業における鳥獣被害については、鳥獣の生息分布域の拡大によっ
て、被害面積及び被害金額は甚大であることから、地域主体で行われ
る防護柵設置などの対策を支援し、農作物を鳥獣被害から守ります。

1,350 50
鳥獣被害は年々増加しており、今後も取り組む必要
があると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

農作物を鳥獣被害から守るとともに、耕作放棄
地増加を食い止めることなどを目的とする取組
であり、公益性・必要性のあるものと考えま
す。

54
木更津市鳥獣被害防
止総合対策交付金
（整備推進事業）

農林水産課
農業における鳥獣被害については、鳥獣の生息分布域の拡大によっ
て、被害面積及び被害金額は甚大であることから、地域主体で行われ
る防護柵設置などの対策を支援し、農作物を鳥獣被害から守ります。

2,860 50
鳥獣被害は年々増加しており、今後も取り組む必要
があると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

農作物を鳥獣被害から守るとともに、耕作放棄
地増加を食い止めることなどを目的とする取組
であり、公益性・必要性のあるものと考えま
す。

55
農業近代化資金利子
補給事業

農林水産課
農業者が畜舎、果樹棚、農機具、農業者道路その他の施設の改良造成
または育成に要するもの等の資本整備の高度化及び経営の近代化を図
るのに必要な資金の融通を受け易くします。

234 46
農業者の農業経営近代化を促進することは農業経営
基盤の整備や担い手の育成促進などの政策に整合す
るものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

利子補給を行うことにより、農業経営近代化の
促進、農業経営基盤の整備等に寄与するもの
で、公益性・必要性は高いと考えます。

56
農業経営基盤強化資
金利子補給事業

農林水産課

農業経営基盤強化法の経営改善計画等の認定を受けた農業者が、計画
に即して規模拡大、その他の経営展開を図るのに必要な長期低利資金
について融資機関（日本政策金融公庫、農協、銀行等）からの融通を
受け易くし、経営感覚に優れた効率的、安定的な経営体の育成を図り
ます。

55 46
農業者の農業経営近代化を促進することは農業経営
基盤の整備や担い手の育成促進などの政策に整合す
るものと考える。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

利子補給を行うことにより、農業経営近代化の
促進、農業経営基盤の整備等に寄与するもの
で、公益性・必要性は高いと考えます。

57
木更津市園芸振興事
業補助金

農林水産課

本市の園芸農業の健全なる発展を目的とし、木更津市園芸振興協議会
の行う事業に要する経費の一部を補助することによって、市内園芸出
荷団体の育成に努めます。園芸団体育成事業、野菜生産出荷安定事
業、千葉県青果物価格補償事業、果樹産地総合整備事業、園芸用廃プ
ラスチック処理対策推進事業、千葉の園芸施設化促進事業を行ってい
る。

40 44
園芸振興に関する先進地視察や農産物のＰＲ活動に
対して助成を行っており、園芸農業の発展につな
がっているものと考えます。

28

整
理
統
合

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施していく必要が
あると考えますが、事業の効果を検証し、農業
振興事業補助金と整理統合を検討してくださ
い。

58
千葉県園芸協会負担
金

農林水産課

新鮮で安全な園芸農作物を広く一般国民に安定供給するため、園芸事
業の健全なる発展と農業経営の安定を図ることを目的としています。
また、平成２６年度より担い手の農地集積・集約化や耕作放棄地の解
消を加速させるため、農地中間管理機構としての事業を実施していま
す。

57 46
団体の事業目的が農業経営基盤の整備や担い手の育
成促進などの市の政策に整合するものと考える。

28

現
状
維
持

ア
イ

園芸事業経営の安定のため継続して実施してい
く必要があるものと考えますが、会員としての
効果を検証する必要があります。

59
千葉農林水産統計協
会負担金

農林水産課
農林水産統計書等の斡旋をすることにより、会員をはじめ広く一般利
用者への普及を目的としています。

21 44

千葉農林水産統計協会は県唯一の統計書等の発行を
行っており、農林水産業の発展に寄与しており、今
後も期待できるため引き続き負担するものと考えま
す。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

農林漁業施策の推進に有用な統計書及び解析書
の整備等を目的としている事業であり、必要性
等が認められるものと考えます。

60
家畜伝染病対策事業
補助金

農林水産課
豚の伝染病である豚丹毒の予防接種を実施し、豚丹毒の発生及びまん
延を防止することにより、養豚農家の経営の安定化を図り、もって畜
産業の振興を推進します。

120 46
養豚農家の経営の安定化を図ることにより、市及び
県内畜産業の振興に資するものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

防疫事業として行うものであり、広域的な影響
もあり、産業振興の観点からも必要なものと考
えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号

一次審査（50点） 

名称 課 交付の目的・必要性・社会的背景

補助
金額
H28

（千円）

61
千葉県畜産協会負担
金

農林水産課

農業者等の畜産経営の運営改善、家畜改良、飼養管理、飼料の生産及
び確保、畜産物の流通、畜産物の安全性の確保、家畜衛生の向上等の
事業の推進により、畜産物の安定供給確保を目指すと共に、県土の利
用・保全と併せて地域社会の健全な発展に寄与します。

11 50
畜産物の安定供給や安全性の確保など、継続して実
施する必要があると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

畜産物の安定供給や安全性の確保などに向けた
取り組みを行っていることから公益性・必要性
は認められるものと考えます。

62 酪農組合事業補助金 農林水産課
本市の酪農振興の健全なる発展を期するため、木更津市酪農組合が行
う事業に要する経費の一部を補助します。

50 46
酪農家の経営の安定化を図ることにより、市及び県
内酪農業の振興に資するものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

防疫事業として行うものであり、広域的な影響
もあり、産業振興の観点からも必要なものと考
えます。

63 土地改良事業補助金 農林水産課

国庫及び県単補助の対象とならない小規模な土地改良事業に対し、市
が事業費の30％以内の補助を行うことにより、農地・農業施設の機能
の維持向上が図られるとともに、優良農地の保全と農業振興を図りま
す。

13,650 46

整備の対象となる農業用施設は市民や地域・市の政
策にとって、農業の振興を図る上で重要な建設であ
り、地域住民の福祉の向上や地域の利益につながる
ものと考えられる。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

国・県の補助対象とならない小規模な土地改良
事業に対する取組であり公益性があるものと考
えますが、事業の必要性や効果を検証し実施す
る必要があると考えます。

64
土地改良施設維持管
理適正化事業補助金

農林水産課

土地改良施設は、農村地域が都市化・混住化するのに伴い、公共公益
的な役割が大きくなると同時に施設の老朽も加速しています。そこ
で、公的助成を行うことで、土地改良区等施設管理者に管理意識を高
めていただくとともに、施設の機能を保持し耐用年数を確保すること
を目的としています。

3,024 42
公共公益的な役割が大きくなりつつある土地改良施
設を整備することで、施設の耐用年数の確保が図ら
れ、広く市民に効果が波及するものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

国・県の補助金を活用した幹線水路や揚水施
設、頭首工の整備補修を行う取組であり、継続
して実施する必要があるものと考えます。

65
土地改良施設維持管
理適正化事業賦課金

農林水産課
市が管理する排水機場は、老朽化による故障及び不具合が多発してお
り、適正な運転が懸念される状態です。そのため本施設について、計
画的な整備補修を行い施設機能の長寿命化を図ります。

1,068 44
公共公益的な役割が大きくなりつつある土地改良施
設を整備することで、施設の耐用年数の確保が図ら
れ、広く市民に効果が波及するものと考えます。

34

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

国・県の補助金を活用した排水機場の老朽化に
対する事業であり、公益性等は高いものと考え
ます。

66
多面的機能支払交付
金

農林水産課

近年の農村地域の過疎化、高齢化、混住化等の進行に伴う集落機能の
低下により、地域の共同活動によって支えられている多面的機能の発
揮に支障が生じつつあることから、共同活動への支援を通じ、農業・
農村の多面的機能の維持・発揮を行います。

67,171 48

地域に根付いた組織により主体的に、かつ、循環的
に行われることから、市の政策であるオーガニック
シティに合致します。また、整備された農村の多面
的機能の利益は多くの住民が享受できるものと考え
ます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

地域が主体となり農業施設の維持管理や施設整
備による長寿命化を図っており、継続して実施
する必要があるものと考えます。

67
中山間地域等直接支
払交付金

農林水産課

本市は農業生産活動等を通じて国土の保全、水源のかん養、良好な景
観形成等の多面的機能を発揮しているが、担い手の高齢化や減少等に
より耕作放棄地が増加するなどにより多面的機能の低下が特に懸念さ
れています。このため、耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能の確
保を図る観点から農業生産条件の不利を補正することを目的としてい
ます。

3,561 50

適切な農業生産活動が継続的に行われるように農業
の生産条件に関する不利を補正するための支援を行
うことで、国土の保全、水源のかん養、良好な景観
形成等の多面的機能を発揮し、多くの住民が享受し
ているものと考えます。

34

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

国・県の補助金を活用した多面的機能の確保を
図ることを目的としている取組であり、公益性
等は高いと考えます。

68
君津地域土地改良協
会負担金

農林水産課
土地改良関係団体と連携し、農地の整備を図ることを目的としていま
す。

25 40
本負担金により運営される君津地域土地改良協会が
行う、効果的な研修等により、農地の整備が促進さ
れ、地域の利益となるものと考えます。

28

現
状
維
持

ア
イ

事業の目的等から継続して実施していく必要が
あると考えますが、繰越金の額が多額であるこ
とから、事業の検証と負担金の必要性を検証す
る必要があります。

69
千葉県土地改良事業
団体連合会負担金

農林水産課
土地改良関係団体と連携し、農地の整備を図ることを目的としていま
す。

20 50

本負担金により運営される千葉県土地改良事業団体
連合会が行う、効果的な事業計画等により、地域に
おいて収益性の高い作物への転換の支援となり、地
域の利益となるものと考えます。

28

現
状
維
持

ア
イ

事業の目的等から継続して実施していく必要が
あると考えますが、繰越金の額が多額であるこ
とから、事業の検証と負担金の必要性を検証す
る必要があります。

70 林業振興事業補助金 農林水産課

森林の健全な成長を促進し、優良な森林を造成することを目標に、森
林の整備・保全を効果的、計画的に実施し、森林機能の再生を図り、
森林を支える山村の活性化、地球温暖化防止に寄与します。サンブス
ギ林再生・資源循環促進事業及び森林・山村多面的機能発揮対策事業
を行っている。

50

被害林について、公益的機能の回復及び被害拡大の
未然防止への取組み、また、地域住民が主体となり
里山林の保全や山村地域の活性化に取組む事業であ
り、継続して行う必要があるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

県の施策と連携するものであり、公益性・必要
性が高いものと考えます。森林の整備・保全の
ため継続して実施する必要があると考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表
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認定
基準
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71
林道養老線連絡協議
会負担金

農林水産課
林道養老線機能を高め、農林業の生産構造の改善を図るとともに、地
域経済の振興に寄与することを目的とします。

1,293 46
林道養老線は４市の市域をまたがっており、各市で
はなく協議会での維持管理が必要であると考えま
す。

24
縮
小

ア
イ

事業の目的等から必要であると考えますが、繰
越金の額が多額であることから、負担額につい
ての検証が必要です。

72
東京湾漁業総合対策
事業補助金

農林水産課

本市の伝統的な水産業である貝類生産を将来にわたり振興していくた
め、ハマグリや海苔等の資源増進及び安定供給を図るとともに、漁業
経営の安定化を図るものです。二枚貝増産体制促進事業、海難予防施
設設置事業、近代化施設整備事業、水産業競争力強化緊急事業、水産
多面的機能発揮対策事業を行っている。

35,001 46
本市の重要な産業であり、将来にわたり漁業振興し
ていく必要があると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えますが、効果の検証や事業費の精査が必
要です。

73
漁業振興事業費補助
金

農林水産課

木更津市水産振興計画に基づき、本市の伝統的な水産業を将来にわた
り振興していくため、豊かな漁場環境の整備及び漁業の多面化等を促
進することにより、漁業経営の安定化を図るとともに後継者が生まれ
る漁業環境の整備に繋げるものです。

1,940 46
漁場環境改善や漁協が新しく取り組む事業への補助
であり漁業振興の推進に繋がるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

漁業振興を推進する取組であり、公益性はある
ものと考えられます。より効果的な事業運営を
推進することで漁業経営の安定化に繋がるもの
と考えます。

74
災害融資資金利子補
給事業補助金

農林水産課
被害を受けた漁業者の経営安定及び施設復旧に要する資金の融資に対
して利子補給を実施し、水産業の早期再建を図ります。

18 48
利子補給制度を活用することにより、漁業経営の早
期再建がおこなわれ漁業の推進に繋がるものと考え
ます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

利子補給を行うことにより漁業経営者の支援を
目的とするものであり、継続して実施すること
が必要と考えます。

75
千葉県漁港漁場協会
負担金

農林水産課
漁場等の整備の促進及び管理に関する情報提供、専門的な図書の頒布
等を目的としています。

50 46
漁場等の整備の促進や普及啓発活動等を行うこと
で、漁業振興の推進に繋がっているものと考えま
す。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施していく必要が
あるものと考えます。

76
東京湾地域栽培漁業
推進協議会負担金

農林水産課
東京湾における栽培漁業の振興について協議検討し、栽培漁業の効果
的な推進を図ることを目的としています。

200 43
東京湾における栽培漁業事業への補助であり漁業振
興の推進に繋がっているものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

栽培漁業の振興のため継続して実施していく必
要があるものと考えます。

77
千葉県公設卸売市場
連絡協議会負担金

地方卸売市
場

県内公設市場の管理、業務の適正化及び近代化について、相互に情報
の交換を行い、共通の問題について調査協議し、市場の管理、業務の
健全な運営を図ります。

5 46
公設地方卸売市場が抱える各種課題等について情報
交換を行い、健全な運営が図ることができるものと
考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

公設地方卸売市場を有する市町村の協議会であ
り、情報交換の場という意味では、一定の公益
性はあるものと考えます。

78
木更津市公設地方卸
売市場清掃協力会負
担金

地方卸売市
場

市場内の清掃及び塵芥等廃棄物の処理を相互の信頼と協調により円滑
に推進し、清潔を保持します。

1,863 48
市場内の清潔を保持するものであり、市場内で発生
する廃棄物を適正に処理できるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

食品を扱う施設として、清潔を保つ必要性が認
められ、市場から出る廃棄物の処理について
は、市及び関係者相互に協力していく必要があ
るものと考えます。

79
木更津市公設地方卸
売市場連絡協議会負
担金

地方卸売市
場

市場内関係者の健全なる運営を確保するため、必要な事項を協議し、
相互の信頼と協調を広め、市場全体の発展のため貢献します。

10 48
市場の健全な運営を図ることができるものと考えま
す。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

市場の関係団体等による協議の場としての機能
を有しており、適正な運営管理を行うためにも
必要と考えます。

80
かずさアカデミア
パーク街づくり協議
会負担金

産業振興課
かずさアカデミアパークにおいて施設の良好な設備・管理等のほか、
上総丘陵の豊かな自然環境と調和のとれた国際的レベルのアカデミア
パークにふさわしい街づくりの推進を図ります。

700 50

県、市、立地企業により組織される協議会は、会員
間の意識共有の場として活用されており、街づくり
に関する諸問題の解決にも寄与しているものと考え
ます。

38

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施いていく必要が
あるものと考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号
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補助
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H28

（千円）

81
かずさアカデミア
パーク研究所等立地
推進協議会負担金

産業振興課

かすさアカデミアパーク研究所等立地推進協議会は、本市を含む会員
が協力してかずさアカデミアパークにふさわしい工場・研究所等の誘
致を推進することにより、かずさアカデミアパーク事業の円滑な実現
を図ります。

979 50
協議会が行う企業誘致セミナーや交通広告掲載等の
誘致活動により、地域の認知度向上に繋がっている
ものと考えます。

38

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施いていく必要が
あるものと考えます。

82
千葉県経済協議会会
費

産業振興課
会員は京葉臨海コンビナート地域に進出した企業を主体としており、
市内に立地する新日鐵住金㈱も加入しています。地元企業が抱える課
題を自治体が共有し問題提起する場として必要性があります。

100 46
千葉県経済の発展と会員企業の円滑な事業運営に資
することを目的としており、地域利益につながると
ともに、広く市民に波及するものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

県域内の経済問題の解消や経済振興に関する調
整等を行う意義等は高く、公益性を有している
ものと考えます。

83 企業誘致奨励金 産業振興課
かずさアカデミアパーク・かずさアクアシティ・インターチェンジ周
辺地区等への事業所の立地を促進するため、必要な措置を講ずること
により新規産業の創出及び産業の振興を図ります。

145,209 50

企業進出により雇用創出、税収増加、人口増加、地
元企業との取引拡大、本市のＰＲ効果など様々な効
果が得られます。企業誘致分野における自治体間の
競争力強化を図るためにも必要性が高いものと認め
られます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

条例を基に企業誘致の促進に取り組むもので
あって、公益性等は高いと考えられ、また企業
誘致の実現により、地元雇用の創出などにもつ
ながることから、必要性も認められると考えま
す。

84
勤労者退職金等共済
掛金補助金

産業振興課
中小企業の従業員の福祉向上と安定を図るために、共済掛金の一部を
助成します。

240 50
中小企業の従業員の雇用の安定を図ることは、地域
経済の振興にもつながり、経済の仕組みという大枠
においては、公益性は、高いものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

中小企業の従業員の雇用環境等の支援を目的と
する取り組みであり、公益性等は認められま
す。また、企業誘致と併せ労働者環境の整備を
進めることは重要と考えます。

85
君津郡市職業訓練協
会負担金

産業振興課
優秀な技能者の育成を図るため、職業訓練を行い地域の技能労働者の
技術水準を高めます。開校（昭和３９年４月）

238 50

市が単独で求職者に対する認定職業訓練、職業訓練
に関する調査研究及び情報・資料等の提供を継続し
て行うことは難しく、優秀な技能者を育成すること
は、地域の利益に繋がるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施いていく必要が
あるものと考えます。

86
商業団体等活性化支
援事業補助金

産業振興課

商店街を単なる商品・サービスの提供の場から消費者・地域との交流
の場、新たな地域コミュニティ創出の場とするため、市内商業団体等
が行うソフト事業に要する経費に対し、一部補助することにより商店
街の活性化及び地域に密着した商店街づくりを促進します。

6,810 48
地域の商工業の振興に寄与しているものと考えま
す。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

商店街の活性化促進のため継続して実施する必
要があると考えますが、補助金の各事業におけ
る効果等の検証が必要です。

87
かずさアカデミア
パーク経済対策協議
会負担金

産業振興課
かずさアカデミアパーク事業を推進することにあたり、同事業及び関
連事業を通じて地元産業の振興、育成を図ることを目的としておりま
す。

108 44

かずさアカデミアパークは本市唯一の産業集積拠点
であり、製造業中心に立地が進展していることか
ら、地元企業との連携による既存産業の更なる地域
活性化が期待できるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施していく必要が
あるものと考えます。

88
社団法人かずさ青年
会議所負担金

産業振興課
４市が快適で活力のある地域になることを目的に、広域的な構想・活
動を実施します。

5,102 40
青少年育成やまちづくり事業の展開など、地域の利
益に繋がる活動を行っていることから、公益性が認
められるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

関係市の様々な事業に参画していることから、
活動の公益性等は確認できるものと考えます。

89
千葉県指定団地協議
会負担金

産業振興課

千葉県内において集団化計画に基づき、地方公共団体の指定を受け、
又は受けようとする中小企業団地及び共同工場等の協同組合の集団化
事業等の高度化事業の円滑な実施に寄与することを目的としていま
す。

12 40
中小企業団地及び共同工場等の協同組合の集団化事
業等の高度化事業の円滑な実施のために負担するも
ので、公益性が認められるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

千葉県指定団地協議会に対する負担金であり継
続して実施していく必要があるものと考えま
す。

90
中小企業資金融資利
子補給事業費

産業振興課
中小企業の振興を図るため、木更津市中小企業資金融資条例に基づき
事業資金の融資を受けた中小企業者に対して、借入金に係る金利負担
を軽減するため、一定の率で利子補給を実施します。

41,369 50

中小企業資金融資条例に基づく事業資金融資を受け
た中小企業者に対して、借入金の金利負担軽減し、
中小企業の振興を図り、もって市域経済の発展に繋
げるものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

条例に基づき利子補給を行うことで、中小企業
者の借入金返済の負担軽減が図られていること
から、公益性やその効果は確認できるものと考
えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
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（千円）

91
木更津市商工業振興
団体事業運営費補助
金

産業振興課
本市の経済発展の中心的役割を果たしている商工会等に補助すること
により、商工会の経営基盤強化、市内中小企業の経営の安定、商工業
の振興及び地域経済の発展を図ります。

10,344 42
交付先である商工会等は、商工業振興の中核を担う
非営利団体であり、その活動目的から、当該事業の
公益性が認められるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

地域経済の発展のため継続して実施する必要が
あると考えます。

92
中心市街地活性化Ｔ
ＭＯ事業費補助金

産業振興課

中心市街地活性化に向け、市が策定した中心市街地活性化基本計画を
受け、商業等の活性化の為、木更津ＴＭＯ（商工会議所）が実施する
ＴＭＯ活動推進事業に対し費用の一部を補助し、中心市街地の商業の
活性化を図ります。

1,000 42

木更津商工会議所のＴＭＯ構想を市で認定し、旧中
心市街地活性化法に基づき中心市街地活性化の担い
手として事業を実施しているため、公益性が認めら
れるものと考えます。

28

現
状
維
持

ア
イ
エ
オ

ＴＭＯ活動推進事業に係る費用の一部を補助し
ているもので、公益性等は高いと認められます
が、繰越額が多額のため、補助のあり方につい
て検証が必要です。

93
みなとまち木更津プ
ロジェクト推進協議
会負担金

産業振興課
市の顔となる駅周辺地区の活性化に向け、木更津発展のシンボルであ
る「みなと」を活かした「まちづくり」を展開し、賑わいや活力に満
ちた「みなとまち木更津」の再生を目指すものです。

35,597 50
本市の活性化に必要であり、また、類似事業、代替
事業も他に行われていないため必要であると考えま
す。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

木更津駅みなと口の活性化のためにも継続して
実施する必要があると考えます。

94
みなとまち木更津推
進協議会負担金

観光振興課
木更津駅西口地区の、市の顔となる駅前の活性化に向け、木更津市が
策定した「みなとまち木更津再生プロジェクト」の実現を図ることを
目的とします。

4,978 50

「みなとまち木更津再生プロジェクト」の実現に向
け事業の取組を行うことにより、市内外からの多く
の来訪者が交流し、賑わいを創出することが期待で
きるものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

回遊性の向上や魅力的なまちづくりについて、
多様な主体との連携を継続して実施する必要が
あると考えます。

95
アクアラインイース
ト観光連盟負担金

観光振興課
本連盟はかずさ地域全域をもって組織し、広域観光産業の発展に寄与
することを目的に定期的に観光キャンペーンを実施します。

60 48
かずさ地域全域をもって組織しており、定期的に県
外などに赴き効果的なＰＲをすることで広域産業の
発展に寄与しているものと考えます。

28

現
状
維
持

ア
イ
エ
オ

かずさ地域全域のＰＲ活動等を効果的に行うた
めの連合体であり、広域産業の発展に寄与して
いるものと考えますが、繰越額が多額のため負
担額の検証が必要です。

96
ちばプロモーション
協議会負担金

観光振興課

来訪者の滞在時間の長時間化やリピーター化、また、２０２０年東京
オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、国内外からの来訪者
を元気な笑顔で迎えるとともに、まちやトイレの美化を図るなど、来
訪者が“気持ちよく”千葉県での滞在を過ごせる環境・まちづくりに
協議会を挙げて取り組んでいます。

10 40

本市の弱さでもある着地型観光の造成を進め、首都
圏で行われる旅行会社向けの商談会に参加すること
で、新たな観光資源の掘り起こしに応化するもので
あると考えます。

34

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

県域全体で東京オリンピック・パラリンピック
に向けた取り組みを進める上では重要な団体と
して位置づけることができると考えます。

97

観光プロモーション
推進事業費　ツーリ
ズムEXPOジャパン
(その他負担金)

観光振興課
東京ビックサイトで行われる、国内最大級のたびの祭典であるツーリ
ズムＥＸＰＯジャパンのブース設営費として負担しています。

5,730 44
市のPRを、県内・県外の人に行うことが出来るもの
と考えます。

38

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

様々な形での情報発信に取り組むことによっ
て、観光振興にもつながると考えます。

98
観光案内所運営に伴
うアクア木更津共益
費

観光振興課
観光案内所の適正な運営を図り、本市を訪れる観光客の利便性の向上
を図ることを目的として設置し、それに伴う月々の共益費を支出しま
す。

1,514 42
観光案内所を駅前に設置することで、市内観光情報
を訪れた観光客に容易に周知できるものと考えま
す。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

観光案内所の適正な運営のため、継続していく
ことが必要と考えます。

99
観光情報センター運
営事業補助金

観光振興課
千葉県観光情報館に木更津市の観光パンフレットやポスター等を掲示
し、ＰＲ活動の場として有効活用を図ります。

15,563 40
三井アウトレットパーク木更津への来場客が、毎日
一定数あり、市の観光情報を気軽に来場客にPRする
事ができているものと考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

観光情報を効果的にＰＲできることから、継続
していくことが必要と考えます。補助の実施に
あたり個別要綱等の整備が必要です。

100
千葉県観光物産協会
会費及び事業負担金

観光振興課
千葉県観光物産協会は千葉県の観光及び物産振興に関する事業を行
い、地域社会・経済の健全な発展及び県民生活・文化の向上に寄与し
ています。

40 40
県内観光情報や顧客ニーズを広く収集し、本市の観
光施策に活かすことで、公益性が見込まれるものと
考えます。

36

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

協会を通じて観光情報の収集や本市の観光資源
の発信等を行うことができ、観光誘致活動に一
定の効果が見込まれるものと考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号

一次審査（50点） 

名称 課 交付の目的・必要性・社会的背景

補助
金額
H28

（千円）

101 港まつり負担金 観光振興課

木更津港開発に尽力された先駆者の霊を慰め、この港を広く内外に紹
介し、重要港湾としての木更津港の振興、併せてかずさ地域の産業観
光振興並びに住民の連帯意識の高揚を図ることを目的としており、負
担金を支出しています。

15,000 46

木更津港の振興がテーマであり、港まつりを通じ
て、重要港湾としての木更津港の振興、かずさ地域
の産業観光振興並びに住民の連帯意識の高揚を図っ
ているものと考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

市内外から多くの観光客が集まる夏の風物詩と
もいえるイベントであり、継続実施することに
よる経済効果等も期待できます。繰越額が多額
であることから、負担金額の検証が必要です。

102
千葉県国際観光推進
協議会負担金

観光振興課

千葉県と茨城県が共同で策定した外客来訪促進計画の円滑な推進を図
るとともに、国際観光の振興を図り、もって国際的な相互理解の増
進、県民の国際感覚のかん養及び外国人観光客の一層の誘致を行うこ
とを目的としており、本市のインバウンド促進に繋げるべく負担金を
拠出しているものです。

80 40
インバウンド事業を推進していくことで、教育旅行
等国際交流の観点から、学術的・主体的にもてなす
意識の向上を図ることができると考えます。

40

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

東京オリンピック・パラリンピック開催に向け
て、県下一体となってインバウンド事業に取り
組むことは重要と考えます。

103
木更津市観光振興事
業補助金

観光振興課

木更津の伝統行事として広く親しまれている行事への補助金です。観
光資源として重要であり、事業の円滑な運営を図ります。
証誠寺狸まつり、富来田菊花展、木更津みち案内人協会、恋人の聖地
／中の島大橋プロジェクト推進事業、木更津の魅力発信事業、木更津
甚句全国大会を行っています。

120 44
木更津の歴史と伝統を守り、観光振興に寄与できる
ものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

本市の観光事業に寄与しており、公益性が高い
と認めます。観光資源を活用した市のＰＲのた
め継続実施が必要と考えますが、効果の検証を
行い必要に応じて各事業の見直しを検討してく
ださい。

104
（一社）木更津市観
光協会補助金

観光振興課

市内観光関連団体及び事業所等を会員として持ち、本市観光事業の健
全な発展と振興を図るための積極的な事業展開を行う木更津市観光協
会の運営に対し、必要な補助を行うことで、市と密接な連携による効
果的な観光振興を推進しています。

1,300 40
木更津版ＤＭＯ組織ができ、新たな事業展開を行う
中で、観光事業の更なる振興が期待できるものと考
えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

本市の観光事業に寄与しており、公益性が高い
と認められます。

105
木更津版ＤＭＯ運営
費補助金

観光振興課
ＤＭＯによって地域にもたらされる経済効果をより高めるため補助し
ます。

44

「多様な分野の関係者を巻き込んだ観光マネジメン
ト事業により事業者同士の新たな結束を生み出し、
地域経済の活性化を図る」という事業目的は、広く
市民の利益となると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えますが、効果の検証や事業費の精査が必
要です。

106
木更津市景観形成推
進事業補助金

都市政策課

木更津市景観条例で定めた景観計画区域について、木更津市らしい景
観を守り・育て、美しく快適な都市づくりを推進するため良好な景観
形成に資する事業を実施する市民団体等に対し、補助金を交付するも
のです。

0 40
公平性については、本年度１０月１日施行のため、
現時点では申請が極めて少なく、適切な判断ができ
ないです。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

景観形成のための補助金であり公益性は認めら
れますが、効果の検証を行い、補助の継続実施
について検証する必要があります。

107
公益財団法人都市計
画協会負担金

都市政策課

都市計画の基本政策を研究し、都市計画に関する知識の普及並びに都
市計画及び都市計画事業の発展を図り、もって公共の福祉の増進に寄
与することを目的とするものです。（公益財団法人都市計画協会定款
第３条）

171 43
公益財団法人であり、公益性はある。研修等が豊富
にあるが、有料のものが多いため、あまり活用でき
ず、効果を挙げるのが難しいと考えます。

14
廃
止

ア
協会の行う事業等の公益性は認められますが、
協会員としての効果、必要性について検討する
必要があります。

108
住宅・建築物耐震改
修事業補助金

建築指導課 木造住宅の耐震改修を促進し震災に強い街づくりを推進します 2,075 38

市民の生命、財産の保護、安心・安全なまちづくり
に寄与し、耐震改修促進計画に基づき、平成３２年
度に９５％という目標達成のために必要と考えま
す。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

地震による木造住宅の倒壊被害を軽減するた
め、対象範囲を広げ、地震に強いまちづくりの
推進に取り組んでいることから、継続して実施
することが必要があると考えます。

109
木造住宅リフォーム
事業補助金

建築指導課
耐震性向上と同時にリフォーム工事を行うことにより、当該住宅を長
期にわたり使用するための質の向上に寄与することを目的とします。

943 36
耐震改修と共にリフォームを行うことによって、既
存住宅の質の向上に寄与し、耐震化率向上のため必
要と考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

耐震補強と併せることにより、地震による木造
住宅の倒壊被害を軽減するとともに、地震に強
いまちづくりの推進に寄与する取り組みである
ことから、継続して実施することが必要と考え
ます。

110
街なか居住マンショ
ン建設補助事業

住宅課

中心市街地の衰退の進行とともに地区内建物の老朽化及び空地化が進
む中、土地の有効利用・建物の不燃化・共同化を図る事により、市街
地の環境の整備改善、良好な都市型住宅の供給等を目的とするもので
す。

0 50
木更津市基本構想の政策29_市街地整備の充実に位
置付けられており、街なかが賑わうことにより、市
民全体の利益となると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

市街地の住環境整備や良好な都市型住宅の供給
等のための効果的な事業であると考えます。事
業の実施にあたっては、年間の補助件数や補助
上限額の設定など、補助のあり方を検討する必
要があります。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
整理
番号

一次審査（50点） 

名称 課 交付の目的・必要性・社会的背景

補助
金額
H28

（千円）

111
水洗便所改造費補助
事業費

下水道推進
課

水洗便所への改造を行ったものに対し補助金を交付し、改造費用の軽
減を図ることで水洗化を促進します。また、処理区域内の水洗化率を
向上させることにより、下水道使用料の収入を確保します。

1,545 38

公共下水道へ接続するための排水設備工事費に対す
る補助金を交付することにより、公共下水道の普及
促進を図るとともに、街の環境衛生の向上及び河
川、海等の水質改善に寄与するものと考えます。

38

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

下水道処理区域内の水洗化率を向上させること
により、街の環境衛生の向上等にも寄与する取
り組みであることから、継続して実施する必要
があると考えます。

112
木更津駅前広場管理
協議会負担金

管理用地課
東西の木更津駅前広場の健全かつ適正な利用を図り、利用者の利便に
寄与すること。

600 40
木更津市の玄関口である東西の木更津駅前の美観が
保守され、事務局でもある木更津市からの負担金が
なくなると運営が困難となると思われます。

28

現
状
維
持

ア
イ
エ
オ

協議会として対応することにより、市の単独維
持管理よりも多くの事業を実施できていること
から、継続して実施する必要があると考えます
が、繰越額が多額のため、事業の内容を検証す
る必要があります。

113
消防協会木更津市分
会補助金

消防本部警
防課

消防団員の規律の保持、士気の高揚、消防技術の向上及び優良職・団
員の栄誉を讃えること、また、地震、風水害、火災等の各種災害によ
る被害の発生の防止をするとともに、その災害を最小限にくい止める
ために、住民一人ひとりに対し防災意識の高揚を図ることを目的とし
ます。

200 50
本市消防行政に密着した事業であり、特に消防団員
の士気高揚に寄与するなど、本市消防行政の充実を
図ることが出来ていると考えます。

28

現
状
維
持

イ
ウ
エ
オ

消防操法大会を通じて消防団員の士気高揚を図
るなど、消防行政の充実に向けた活動であるこ
とから、継続して実施する必要があると考えま
す。補助の実施にあたり個別要綱等の整備が必
要です。

114
君津地方特別支援学
級設置校校長会負担
金

学校教育課

特別支援学級、通級指導教室の充実を図り、特別支援教育の振興発展
のために、各種研修会等の開催、活動を行なっています。君津地方
（木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市）の特別支援学級設置及び通
級指導教室設置の公立小中学校長が会員となっています。

60 40

少子化の中、次世代を担う子どもたちへの教育は、
必要性を増してきており、特別支援教育における教
育も、児童、生徒に適した教育を与えるべきもので
あり、必要と考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

115
千葉県特別支援学級
設置校校長会負担金

学校教育課

特別支援学級、通級指導教室の充実を図り、特別支援教育の振興発展
のために、各種研修会等の開催、活動を行なっています。千葉県内特
別支援学級設置及び通級指導教室設置の公立小中学校長が会員となっ
ています。

30 40

少子化の中、次世代を担う子どもたちへの教育は、
必要性を増してきており、特別支援教育における教
育も、児童、生徒に適した教育を与えるべきもので
あり、必要と考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

116
千葉県特別支援教育
研究連盟負担金

学校教育課

心身に障害のある児童生徒に対する教育と福祉の向上普及に努め、そ
れらの児童生徒に関する教育学的、心理学的、医療的研究を促進して
いる本団体に補助金を交付し、特別支援教育の充実を図っています。
特別支援学級（通級指導含む）設置校に対して負担金を求められま
す。

66 40

少子化のなか、次世代を担う子どもたちへの教育
は、必要性を増してきており、特別支援教育におけ
る教育も、児童、生徒に適した教育を与えるという
点で必要と考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

117

君津地方特別支援教
育研究連盟負担金・
君津地方特別支援学
級担任負担金

学校教育課

心身に障がいのある児童生徒に対する教育と福祉の向上普及に努め、
それらの児童生徒に関する教育学的、心理学的、医療的研究を促進し
ている本団体に補助金を交付し、特別支援教育の充実を図っていま
す。特別支援学級設置校に対して負担金を求められます。

143 40

少子化のなか、次世代を担う子どもたちへの教育
は、必要性を増してきており、特別支援教育におけ
る教育も、児童、生徒に適した教育を与えるという
点で必要と考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

118
木更津警察署管内学
校警察連絡委員会負
担金

学校教育課
木更津警察署管内の小中学校及び高等学校等が、加入会員となってお
り、防犯教室、事故防止運動等を行い、児童、生徒及び学生の安全活
動に対しての活動を行なっています。

256 40

児童、生徒に対する危険な犯罪（薬物乱用やサイ
バー犯罪等）は身近なところで発生していることも
あり、児童、生徒への危険に対する認識を深めるに
あたって、防犯教室、薬物乱用防止教室は必要と考
えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

119
君津地方特別支援教
育推進大会負担金

学校教育課
心身に障がいのある児童生徒のための教育、福祉等について、関係機
関並びに諸団体への一層の支援と、地域の方々の深い理解を得るため
に、関係者が参集し、今後の特別支援教育の推進、発展につなげる。

57 40

心身に障がいのある児童生徒への理解は、障がいを
持つ児童、生徒だけではなく、地域社会での暮らす
一員としても、深めるべき事項であるため必要と考
えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

120
千葉県小中学校体育
連盟　木更津・袖ヶ
浦支部負担金

学校教育課
小中学校の児童・生徒の体力と運動能力の向上を図り、あわせてス
ポーツ精神高揚を目的とした事業を行なう団体であり、体育大会、研
修会等を主催し、小中学校のスポーツの振興を図る。

2,165 42
児童・生徒の陸上大会等の参加を通じ、体力の向上
を図るとともに、生活習慣病の予防等身体の健康に
もつながると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から継続して実施する必要がある
と考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目



補助金等審査一覧表

点数 理由 点数 評価
認定
基準

理由

二次審査（50点）
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番号
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121 教育振興事業補助金

スポーツ振
興課、生涯
学習課、文
化課、中央
公民館

教育振興に資する事業に対する補助金です。要綱により次の１４事業
が定められています。木更津市文化協会、木更津市婦人会連絡協議
会、木更津市子ども会育成連絡協議会、木更津市ＰＴＡ連絡協議会、
木更津市指定無形文化財木更津ばやし保存会、木更津市立公民館文化
祭実行委員会、木更津市青少年相談員連絡協議会、木更津市民合唱
団、千葉県指定文化財須賀神社、木更津ユネスコ協会、青少年健全育
成木更津市民会議、中島区文化財保存会、かずさジュニアオーケスト
ラ、木更津市体育協会。

6,955 50
各団体は教育振興に資する事業を展開しており、必
要な補助であると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

教育振興に資する事業のため公益性が高いもの
と認められますが、各事業の効果を検証した上
で、補助額を精査する必要があると考えます。

122
君津地区青少年相談
員連絡協議会負担金

生涯学習課

青少年健全育成のため「少年の日・地域のつどい君津地区大会」の開
催及び「課題研修会」を行っています。４市の青少年相談員の交流だ
けでなく近隣市の少年少女の交流も図られています。事務局は千葉県
君津地域振興事務所地域振興課が担っています。

38 50

各市相談員が他市の相談員と交流し一緒に活動する
ことで、抱えている課題を持ち寄り相談することが
できます。４市職員にとっても他市の担当者と情報
交換できる機会となっており必要な補助であると考
えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

事業の目的等から公益性等も認められ、一定の
効果も期待できると考えます。

123
君津地方社会教育委
員連絡協議会負担金

生涯学習課
地域振興、青少年健全育成などの分野で社会教育が果たす役割が重要
になることから、社会教育委員としての研鑽を高めるためにも情報交
換、研修の機会が必要です。

25 50

長年、社会教育・生涯学習関係者をはじめ、学校教
育関係者、４市市民に対して社会教育への理解を深
めるための事業に取り組み、今後も君津地域4市の
発展に大きく寄与できるものであると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

４市域内において社会教育・生涯学習活動の推
進などを目指すものであることから、公益性等
は高く、継続して実施する必要があると考えま
す。

124
君津地方学校給食会
負担金

学校給食課
木更津市の小中学校のうち、学校給食を自校方式で実施する学校の給
食の健全な発達を促進することを目的とします。

86 42

君津地区内では、給食センターの設置が進んでおり
現在は木更津市と富津市のみが会員となっていま
す。今後は、木更津市も第２給食センター建設を考
えているため当該負担金は不要となりますが、それ
までは必要な負担金であると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

食育による児童生徒の健やかな発達を目指し、
自校方式で給食を実施している学校の栄養職
員・調理従事者の研修などを実施していること
から、継続して実施することが必要と考えま
す。

125
日本図書館協会負担
金

図書館

公共図書館を取り巻く環境の変化や、住民の資料要求の多様化・高度
化が進むなかで、市民ニーズを取り入れた効果的な読書施設の運営を
行なうためには、公共図書館相互の連携を密にし、図書館職員として
の資質の向上を図り、時代の要請や住民の要望に対応できる職員を育
成することが必要です。

23 50

協会が維持・管理する整理技術に関するツールは図
書館にとって必要不可欠なものであり、住民の資料
要求の多様化・高度化に対応するため、図書館間の
連携に欠かせないものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

公共図書館相互の連携を密にし、図書館職員と
しての資質の向上を図るための事業等を行って
いることから、継続して実施することが必要と
考えます。

126
木更津市防災協会負
担金

図書館、郷
土博物館金
のすず

消防法第８条に規定する防火対象物の所有者、管理者又は占有者とし
て、図書館施設の防火管理に必要な業務を適正に遂行するため、木更
津市防災協会に加入するものです。

5 50
協会が実施する消防実務講習会に参加することは、
防火管理に必要な業務を適正に遂行するため必要で
あり、非常に有益であると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

消防法第８条に規定する防火対象物の所有者等
として必要な消防実務講習等の受講などを行っ
ていることから、継続して実施することが必要
と考えます。

127
公益財団法人日本博
物館協会会費

郷土博物館
金のすず

全国的な来館者の傾向や先進的な事業に関する情報の入手が可能とな
り、より一般ニーズに沿った事業を展開する契機となります。また、
専門的な技術や保存方法等に関する研修等を実施しており、貴重な資
料を後世に伝えてゆくための技術向上につながります。

30 50

全国的な博物館の各種統計や先進的な事業に関する
情報の提供、専門的な技術や保存方法等に関する研
修等を実施しており、貴重な資料を後世に伝えてゆ
くための技術向上につながるものと考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

全国的な博物館に関する情報の共有等を行って
おり、継続して実施することが必要と考えま
す。

128
君津地方公立博物館
協議会負担金

郷土博物館
金のすず

君津地方公立博物館協議会は君津地方に所在する公立博物館３館で運
営する協議会で、それぞれの地域で文化の発信基地として担う役割や
運営方法等について協議・検討しています。特に様々な情報交換や協
同の企画展・巡回展などにより、単独館ではなし得ない事業の展開や
情報収集等に役立っています。

10 50

資料の調査・研究等を協同で行い、展示や企画展に
利用しています。また、市民や来館者に対して様々
な講座や展示を企画するための情報収集等に役立っ
ていると考えます。

24

現
状
維
持

ア
イ
オ

事業の目的等から継続して実施することが必要
と考えますが、各館において実施可能か検証
し、協議会の存続・廃止について検討する必要
があります。

129
千葉県博物館協会負
担金

郷土博物館
金のすず

千葉県内に所在する公立及び私立博物館で運営する団体で、博物館を
とりまく様々な課題についての検討や研修を実施し、日常業務の改善
方法や地域性の利活用等についての情報交換の場ともなり、弾力的な
展示や事業の展開に非常に有益です。

10 50

資料の調査・研究、展示やその周知の方法、市民や
来館者に対して実際に試みられている様々な講座の
情報交換等の実施により、弾力的な展示や事業の展
開に非常に有益であると考えます。

30

現
状
維
持

ア
イ
ウ
エ
オ

県内の博物館に関する情報の共有等を行ってお
り、継続して実施することが必要と考えます。

※「認定基準」は補助金等交付基準に合致している項目


